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財務書類（財務 4 表）について 

財務書類（財務 4 表）とは、企業会計に用いられる発生主義の考え方に基づいて作成さ

れる財務資料であり、地方公会計制度においては、貸借対照表、行政コスト計算書、純資

産変動計算書及び資金収支計算書を作成することになります。 

本市においても、透明性の確保と更なる財政の効率化･適正化を図るため、平成 18 年 8

月の総務事務次官通知「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」に基

づき、平成 20 年度決算から「総務省方式改訂モデル」を採用し、財務書類を作成・公表し

てきました。 

その後、平成 27 年 1 月の総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進に

ついて」において、「統一的な基準」による財務書類を、原則として平成 27 年度から平成

29 年度までの 3 年間で全ての地方公共団体において作成することとされました。 

これを受けて、本市においても、平成 28 年度決算から「統一的な基準」を採用し、財

務書類を作成・公表しています。 

 

 

１．財務書類（財務 4 表）構成の相互関係 

行政コスト
計算書

純資産変動
計算書

資金収支
計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

臨時利益
固定資産等

の変動
前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

※1　貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。

※2　貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。

※3　行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

貸借対照表

　　　　 ＋本年度末
　　　　　 歳計外現金残高

うち

現金

預金
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２．財務書類（財務 4 表）の概要 

① 貸借対照表 

自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をど

のような財源で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表で、下図のように資産、負

債及び純資産から構成されています。 

借方（資金の使途） 貸方（資金の調達方法） 

【資産】 

使う資産 

売れる資産 

回収する資産 

【負債】 

将来世代の負担 

【純資産】 

過去･現世代の負担 

また、資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表である

ことからバランスシートとも呼ばれます。 

 

② 行政コスト計算書 

1 年間の行政活動のうち人的サービスや給付サービスなど、資産形成に結びつかない

行政サービスに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比

したものです。行政サービスを提供する上で最も重要な財源である税収は経常収益に含

めないため、大幅なコスト超過となります。 

 

③ 純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部に計上されている数値が 1 年間でどのように変動したかを表

す計算書です。貸借対照表における純資産の部はこれまでの世代が負担してきた部分で

すので、1 年間でこれまでの世代が負担してきた部分の増減が把握できます。 

 

④ 資金収支計算書 

歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの活動区分（業務活動収支、投

資活動収支、財務活動収支）に分けて表示し、その支出と財源の関係を明らかにするも

のです。このことにより、どのような活動に資金が必要とされ、それをどのように賄っ

たのかが分かるとともに、歳計現金をどのような性質の活動で獲得し、または使用して

いるのかを読み取ることができます。 
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３．作成対象の範囲 

一般会計

住宅新築資金等貸付事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業勘定） 　全体

介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）

水道事業会計

下水道事業会計

地方三公社 太宰府市土地開発公社

太宰府市文化スポーツ振興財団

太宰府市国際交流協会

太宰府市社会福祉協議会

筑紫野太宰府消防組合

大野城太宰府環境施設組合

福岡都市圏南部環境事業組合

筑慈苑施設組合

両筑衛生施設組合

福岡県自治振興組合

福岡都市圏広域行政事業組合

福岡県後期高齢者医療広域連合

福岡県市町村消防団員等公務災害補償組合

筑紫自治振興組合

福岡地区水道企業団

山神水道企業団

一部事務組合
・広域連合

　連結

　一般会計等

特別会計

公営企業会計

第三セクター等
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【一般会計等】

（単位：百万円）

※百万円単位で四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

本年度末歳計外現金残高 263

本年度末現金預金残高 1,636

前年度末歳計外現金残高 71

本年度歳計外現金増減額 192

前年度末資金残高 721

本年度末資金残高 1,373

△ 20,845

　財務活動収入 1,560 本年度純資産変動額 1,008 △ 587

本年度資金収支額 652

1,595

財務活動収支 △ 995 本年度末純資産残高 74,551 95,396

　財務活動支出 2,556 　その他 387 387 0

投資活動収支 △ 586 　無償所管換等 △ 2 △ 2

　　その他収入 - 　資産評価差額 - -

　　資産売却収入 58 　固定資産等の変動（内部変動） △ 972 972

　　貸付金元金回収収入 113 本年度差額 623 623

　　基金取崩収入 645 　　国県等補助金 15,807 15,807

　　国県等補助金収入 224 　　税収等 14,797 14,797

　投資活動収入 1,041 　財源 30,603 30,603

　　その他の支出 - 　純行政コスト（△） △ 29,981 △ 29,981

　　貸付金支出 110 前年度末純資産残高 73,543 95,983 △ 22,439

　　基金積立金支出 325 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

　　公共施設等整備費支出 1,145

科目 合計

　　投資及び出資金支出 47

業務活動収支 2,233

③純資産変動計算書　（自:令和2年4月1日　至:令和3年3月31日）　投資活動支出 1,626

　臨時収入 - 純行政コスト 29,981

　臨時支出 0 　臨時利益 51

　　その他の収入 265 　臨時損失 0

　　使用料及び手数料収入 304 純経常行政コスト 30,031

　　国県等補助金収入 15,582 　　その他 301

　　税収等収入 14,764 　　使用料及び手数料 305

　業務収入 30,914 　経常収益 606

　　移転費用支出 19,348 　　移転費用 19,348

　　業務費用支出 9,333 　　業務費用 11,289

　業務支出 28,680 　経常費用 30,637

96,870 293

④資金収支計算書　（自:令和2年4月1日　至:令和3年3月31日） ②行政コスト計算書　（自:令和2年4月1日　至:令和3年3月31日）

科目 金額 科目 金額

資産合計 97,163 96,870 293 負債及び純資産合計 97,163

　　徴収不能引当金 △ 5 △ 7 2 純資産合計 74,551 73,543 1,008

　　その他 - - -

　　棚卸資産 - - -

　　基金 3,080 3,277 △ 197

△ 22,439 1,594

　　短期貸付金 0 0 0

　　未収金 136 102 34 　　余剰分（不足分） △ 20,845

　　現金預金 1,636 792 844 　　固定資産等形成分 95,396 95,983 △ 587

　流動資産 4,847 4,165 682 【純資産の部】

75 14

　　　徴収不能引当金 △ 9 △ 15 6 負債合計 22,612 23,327 △ 715

　　　その他 - - - 　　その他 89

213 19

　　　基金 2,204 2,605 △ 401 　　預り金 263 71 192

　　　長期貸付金 2 3 △ 1 　　賞与等引当金 232

- 1

　　　長期延滞債権 344 331 13 　　前受収益 - - -

　　　投資損失引当金 - - - 　　前受金 1

- -

　　　投資及び出資金 2,822 2,389 433 　　未払費用 - - -

　　投資その他の資産 5,362 5,312 50 　　未払金 -

2,829 286

　　　その他 - - - 　　1年内償還予定地方債 2,531 2,470 61

　　　ソフトウェア 12 15 △ 3 　流動負債 3,115

- -

　　無形固定資産 12 15 △ 3 　　その他 173 202 △ 29

　　　物品 104 106 △ 2 　　損失補償等引当金 -

- -

　　　インフラ資産 28,841 29,368 △ 527 　　退職手当引当金 - - -

　　　事業用資産 57,996 57,905 91 　　長期未払金 -

　　有形固定資産 86,942 87,378 △ 436 　　地方債 19,323 20,296 △ 973

　固定資産 92,316 92,705 △ 389 　固定負債 19,497

【資産の部】 【負債の部】

20,498 △ 1,001

　　　　令和2年度財務書類（財務4表）概略版　　　　　　　

①貸借対照表

科目
金額

科目
金額

令和2年度末現在 令和元年度末現在 差引 令和2年度末現在 令和元年度末現在 差引
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○用語説明 

① 貸借対照表 

【資産の部】 

有形固定資産：庁舎や学校、道路、器具備品などの資産 

無形固定資産：ソフトウェア等の資産 

投資その他の資産：有価証券や出資金、特定の目的のために積み立てた基金など 

流動資産：現金や預金、財政調整資金や 1 年以内に地方債償還に充てる減債基金など 

【負債の部】 

固定負債：翌々年度以降償還予定の地方債や将来の退職者に給付すべき退職金の引当 

額など 

流動負債：翌年度償還予定の地方債など 

【純資産の部】 

純資産の合計：これまでの世代が負担して蓄積された資産 

 

② 行政コスト計算書 

経常費用：人件費や物件費（備品、消耗品、委託料、事業用資産の減価償却費など）、 

その他の業務費用（地方債の償還利子など）、移転費用（住民への補助金 

や生活保護費などの社会保障費など） 

経常収益：施設使用料や証明書発行手数料、雑入など 

臨時損失：災害復旧事業費など 

臨時利益：資産の売却益など 

 

③ 純資産変動計算書 

財源：税収等（市税や各交付金など）や国県等補助金 

資産評価差額：有価証券等の評価差額など 

無償所管換等：無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など 

 

④ 資金収支計算書 

【業務活動収支】 

支出：行政サービスを行う中で、毎年度継続的に支出されるもの（人件費、物件費、 

補助費、扶助費など）や臨時的に支出されるもの（災害復旧費など） 

収入：行政サービスを行う中で、毎年継続的に収入されるもの（市税、使用料、手数 

料など）や臨時的に収入されるもの（資産売却収入など） 

【投資活動収支】 

支出：公共施設や道路整備、投資や貸付金などの資産形成の支出 

収入：その財源に充てられた補助金収入や固定資産の売却収入など 

【財務活動収支】 

支出：地方債の元金償還などの支出 

収入：地方債の収入 
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【様式第1号】

自治体名：太宰府市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 92,316   固定負債 19,497 

    有形固定資産 86,942     地方債 19,323 

      事業用資産 57,996     長期未払金 - 

        土地 44,937     退職手当引当金 - 

        立木竹 728     損失補償等引当金 - 

        建物 28,719     その他 173 

        建物減価償却累計額 17,298△   流動負債 3,115 

        工作物 1,249     １年内償還予定地方債 2,531 

        工作物減価償却累計額 367△     未払金 - 

        船舶 -     未払費用 - 

        船舶減価償却累計額 -     前受金 1 

        浮標等 -     前受収益 - 

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 232 

        航空機 -     預り金 263 

        航空機減価償却累計額 -     その他 89 

        その他 - 負債合計 22,612 

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 28   固定資産等形成分 95,396 

      インフラ資産 28,841   余剰分（不足分） 20,845△ 

        土地 8,358 

        建物 765 

        建物減価償却累計額 555△ 

        工作物 44,410 

        工作物減価償却累計額 24,179△ 

        その他 - 

        その他減価償却累計額 - 

        建設仮勘定 43 

      物品 882 

      物品減価償却累計額 778△ 

    無形固定資産 12 

      ソフトウェア 12 

      その他 - 

    投資その他の資産 5,362 

      投資及び出資金 2,822 

        有価証券 - 

        出資金 2,822 

        その他 - 

      投資損失引当金 - 

      長期延滞債権 344 

      長期貸付金 2 

      基金 2,204 

        減債基金 - 

        その他 2,204 

      その他 - 

      徴収不能引当金 9△ 

  流動資産 4,847 

    現金預金 1,636 

    未収金 136 

    短期貸付金 0

    基金 3,080 

      財政調整基金 3,066 

      減債基金 13 

    棚卸資産 - 

    その他 - 

    徴収不能引当金 5△ 純資産合計 74,551 

資産合計 97,163 負債及び純資産合計 97,163 

貸借対照表
（令和3年3月31日現在）

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。
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【様式第2号】

自治体名：太宰府市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

30,637 

11,289 

3,538 

2,994 

232 

- 

312 

7,522 

5,534 

342 

1,646 

- 

228 

92 

14 

122 

19,348 

11,796 

5,689 

1,702 

160 

606 

305 

301 

30,031 

0

0

0

- 

- 

- 

51 

51 

- 

29,981 

  臨時利益

    資産売却益

    その他

純行政コスト

  臨時損失

    災害復旧事業費

    資産除売却損

    投資損失引当金繰入額

    損失補償等引当金繰入額

    その他

        維持補修費

        減価償却費

        その他

純経常行政コスト

        支払利息

        徴収不能引当金繰入額

        その他

    移転費用

      補助金等

      社会保障給付

      他会計への繰出金

      その他

  経常収益

    使用料及び手数料

    その他

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

  経常費用

行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

      その他の業務費用

    業務費用

      人件費

        職員給与費

        賞与等引当金繰入額

        退職手当引当金繰入額

        その他

      物件費等

        物件費
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【様式第3号】

自治体名：太宰府市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 73,543 95,983 22,439△ 

  純行政コスト（△） 29,981△ 29,981△ 

  財源 30,603 30,603 

    税収等 14,797 14,797 

    国県等補助金 15,807 15,807 

  本年度差額 623 623 

  固定資産等の変動（内部変動） 972△ 972 

    有形固定資産等の増加 1,214 1,214△ 

    有形固定資産等の減少 1,652△ 1,652 

    貸付金・基金等の増加 860 860△ 

    貸付金・基金等の減少 1,393△ 1,393 

  資産評価差額 - - 

  無償所管換等 2△ 2△ 

  その他 387 387 0

  本年度純資産変動額 1,008 587△ 1,595 

本年度末純資産残高 74,551 95,396 20,845△ 

純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。
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【様式第4号】

自治体名：太宰府市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

28,680 

9,333 

3,242 

5,960 

92 

39 

19,348 

11,796 

5,689 

1,702 

160 

30,914 

14,764 

15,582 

304 

265 

0

0

- 

- 

2,233 

1,626 

1,145 

325 

47 

110 

- 

1,041 

224 

645 

113 

58 

- 

586△ 

2,556 

2,472 

84 

1,560 

1,560 

- 

995△ 

652 

721 

1,373 

71 

192 

263 

1,636 

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

財務活動収支

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

    その他の収入

    基金取崩収入

    貸付金元金回収収入

    資産売却収入

    その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

  財務活動支出

    地方債等償還支出

    その他の支出

  財務活動収入

    地方債等発行収入

    国県等補助金収入

    使用料及び手数料収入

    その他の収入

  臨時支出

    国県等補助金収入

    その他の支出

  臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

  投資活動支出

    公共施設等整備費支出

    基金積立金支出

    投資及び出資金支出

    貸付金支出

    その他の支出

  投資活動収入

      社会保障給付支出

      他会計への繰出支出

      その他の支出

  業務収入

    税収等収入

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

      その他の支出

資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出

    業務費用支出

      人件費支出

      物件費等支出

      支払利息支出

    災害復旧事業費支出

    移転費用支出

      補助金等支出

- 9 -



【様式第1号】

自治体名：太宰府市

会計：全体会計 （単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 123,165   固定負債 36,124 

    有形固定資産 115,573     地方債等 25,110 

      事業用資産 57,996     長期未払金 - 

        土地 44,937     退職手当引当金 - 

        立木竹 728     損失補償等引当金 - 

        建物 28,719     その他 11,014 

        建物減価償却累計額 17,298△   流動負債 4,332 

        工作物 1,249     １年内償還予定地方債等 3,283 

        工作物減価償却累計額 367△     未払金 346 

        船舶 -     未払費用 - 

        船舶減価償却累計額 -     前受金 1 

        浮標等 -     前受収益 - 

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 272 

        航空機 -     預り金 333 

        航空機減価償却累計額 -     その他 96 

        その他 - 負債合計 40,456 

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 28   固定資産等形成分 126,456 

      インフラ資産 56,943   余剰分（不足分） 34,918△ 

        土地 8,993   他団体出資等分 - 

        建物 1,232 

        建物減価償却累計額 812△ 

        工作物 95,349 

        工作物減価償却累計額 48,063△ 

        その他 - 

        その他減価償却累計額 - 

        建設仮勘定 244 

      物品 3,403 

      物品減価償却累計額 2,769△ 

    無形固定資産 1,673 

      ソフトウェア 12 

      その他 1,661 

    投資その他の資産 5,919 

      投資及び出資金 2,808 

        有価証券 404 

        出資金 2,404 

        その他 - 

      長期延滞債権 629 

      長期貸付金 2 

      基金 2,504 

        減債基金 - 

        その他 2,504 

      その他 - 

      徴収不能引当金 24△ 

  流動資産 8,830 

    現金預金 4,941 

    未収金 626 

    短期貸付金 0

    基金 3,291 

      財政調整基金 3,278 

      減債基金 13 

    棚卸資産 13 

    その他 - 

    徴収不能引当金 42△ 

    繰延資産 - 純資産合計 91,538 

資産合計 131,994 負債及び純資産合計 131,994 

全体貸借対照表
（令和3年3月31日現在）

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。
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【様式第2号】

自治体名：太宰府市

会計：全体会計 （単位：百万円）

44,135 

14,027 

4,009 

3,413 

266 

- 

330 

9,532 

6,416 

388 

2,728 

- 

486 

224 

38 

225 

30,108 

24,236 

5,712 

161 

2,925 

2,479 

446 

41,210 

54 

0

53 

- 

1 

100 

51 

49 

41,164 

    その他

    損失補償等引当金繰入額

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

  臨時利益

    資産売却益

    その他

純行政コスト

    その他

      社会保障給付

      その他

  経常収益

    使用料及び手数料

        支払利息

        徴収不能引当金繰入額

        その他

    移転費用

      補助金等

  臨時損失

    災害復旧事業費

    資産除売却損

      その他の業務費用

    業務費用

      人件費

        職員給与費

        賞与等引当金繰入額

        退職手当引当金繰入額

        その他

      物件費等

        物件費

        維持補修費

        減価償却費

        その他

純経常行政コスト

  経常費用

全体行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

自治体名：太宰府市

会計：全体会計 （単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 90,256 127,836 37,580△ - 

  純行政コスト（△） 41,164△ 41,164△ - 

  財源 42,011 42,011 - 

    税収等 19,792 19,792 - 

    国県等補助金 22,219 22,219 - 

  本年度差額 847 847 - 

  固定資産等の変動（内部変動） 1,372△ 1,372 

    有形固定資産等の増加 1,781 1,781△ 

    有形固定資産等の減少 2,787△ 2,787 

    貸付金・基金等の増加 1,478 1,478△ 

    貸付金・基金等の減少 1,844△ 1,844 

  資産評価差額 6△ 6△ 

  無償所管換等 2△ 2△ 

  他団体出資等分の増加 - - 

  他団体出資等分の減少 - - 

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - - 

  その他 444 1 443 

  本年度純資産変動額 1,282 1,380△ 2,662 - 

本年度末純資産残高 91,538 126,456 34,918△ - 

全体純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。
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【様式第4号】

自治体名：太宰府市

会計：全体会計 （単位：百万円）

40,998 

10,987 

3,702 

6,915 

224 

146 

30,011 

24,138 

5,712 

161 

44,658 

19,770 

21,995 

2,496 

397 

1 

0

1 

49 

3,709 

2,361 

1,712 

502 

37 

110 

- 

1,177 

281 

645 

113 

58 

79 

1,184△ 

3,310 

3,227 

84 

1,702 

1,698 

4 

1,608△ 

917 

3,762 

- 

4,678 

71 

192 

263 

4,941 
※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

財務活動収支

本年度資金収支額

前年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

    その他の収入

    基金取崩収入

    貸付金元金回収収入

    資産売却収入

    その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

  財務活動支出

    地方債等償還支出

    その他の支出

  財務活動収入

    地方債等発行収入

    国県等補助金収入

    その他の支出

  臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

  投資活動支出

    公共施設等整備費支出

    基金積立金支出

    投資及び出資金支出

    貸付金支出

    その他の支出

  投資活動収入

    災害復旧事業費支出

    移転費用支出

      補助金等支出

      社会保障給付支出

      その他の支出

  業務収入

    税収等収入

    国県等補助金収入

    使用料及び手数料収入

    その他の収入

  臨時支出

      その他の支出

全体資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出

    業務費用支出

      人件費支出

      物件費等支出

      支払利息支出
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【様式第1号】

自治体名：太宰府市

会計：連結会計 （単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 136,898   固定負債 43,514 

    有形固定資産 125,584     地方債等 28,372 

      事業用資産 63,429     長期未払金 - 

        土地 45,973     退職手当引当金 2,834 

        立木竹 728     損失補償等引当金 - 

        建物 34,771     その他 12,308 

        建物減価償却累計額 18,976△   流動負債 5,066 

        工作物 1,516     １年内償還予定地方債等 3,782 

        工作物減価償却累計額 610△     未払金 508 

        船舶 -     未払費用 - 

        船舶減価償却累計額 -     前受金 1 

        浮標等 -     前受収益 0

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 317 

        航空機 -     預り金 355 

        航空機減価償却累計額 -     その他 103 

        その他 - 負債合計 48,580 

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 28   固定資産等形成分 140,409 

      インフラ資産 60,635   余剰分（不足分） 41,389△ 

        土地 9,429   他団体出資等分 - 

        建物 2,051 

        建物減価償却累計額 1,245△ 

        工作物 100,090 

        工作物減価償却累計額 50,409△ 

        その他 5 

        その他減価償却累計額 3△ 

        建設仮勘定 717 

      物品 6,282 

      物品減価償却累計額 4,763△ 

    無形固定資産 3,696 

      ソフトウェア 14 

      その他 3,682 

    投資その他の資産 7,618 

      投資及び出資金 456 

        有価証券 445 

        出資金 11 

        その他 - 

      長期延滞債権 631 

      長期貸付金 3 

      基金 6,250 

        減債基金 - 

        その他 6,250 

      その他 302 

      徴収不能引当金 24△ 

  流動資産 10,703 

    現金預金 6,461 

    未収金 674 

    短期貸付金 0

    基金 3,511 

      財政調整基金 3,397 

      減債基金 113 

    棚卸資産 14 

    その他 83 

    徴収不能引当金 42△ 

    繰延資産 - 純資産合計 99,021 

資産合計 147,601 負債及び純資産合計 147,601 

連結貸借対照表
（令和3年3月31日現在）

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。
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【様式第2号】

自治体名：太宰府市

会計：連結会計 （単位：百万円）

54,831 

16,641 

4,945 

4,256 

311 

4 

374 

10,820 

7,129 

442 

3,249 

- 

876 

255 

38 

583 

38,190 

32,295 

5,712 

184 

4,467 

3,041 

1,426 

50,364 

60 

0

59 

- 

1 

113 

51 

62 

50,311 

  臨時利益

    資産売却益

    その他

純行政コスト

  臨時損失

    災害復旧事業費

    資産除売却損

    損失補償等引当金繰入額

    その他

        維持補修費

        減価償却費

        その他

純経常行政コスト

        支払利息

        徴収不能引当金繰入額

        その他

    移転費用

      補助金等

      社会保障給付

      その他

  経常収益

    使用料及び手数料

    その他

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

  経常費用

連結行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

      その他の業務費用

    業務費用

      人件費

        職員給与費

        賞与等引当金繰入額

        退職手当引当金繰入額

        その他

      物件費等

        物件費
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【様式第3号】

自治体名：太宰府市

会計：連結会計 （単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 97,215 139,343 42,128△ - 

  純行政コスト（△） 50,311△ 50,311△ - 

  財源 51,657 51,657 - 

    税収等 28,306 28,306 - 

    国県等補助金 23,351 23,351 - 

  本年度差額 1,346 1,346 - 

  固定資産等の変動（内部変動） 1,147 1,147△ 

    有形固定資産等の増加 1,940 1,940△ 

    有形固定資産等の減少 3,311△ 3,311 

    貸付金・基金等の増加 4,426 4,426△ 

    貸付金・基金等の減少 1,908△ 1,908 

  資産評価差額 6△ 6△ 

  無償所管換等 2△ 2△ 

  他団体出資等分の増加 - - 

  他団体出資等分の減少 - - 

  比例連結割合変更に伴う差額 8△ 12△ 4 - 

  その他 476 61△ 538 

  本年度純資産変動額 1,806 1,066 740 - 

本年度末純資産残高 99,021 140,409 41,389△ - 

連結純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。
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【様式第4号】

自治体名：太宰府市

会計：連結会計 （単位：百万円）

51,214 

13,122 

4,652 

7,711 

255 

504 

38,093 

32,197 

5,712 

184 

55,750 

28,280 

23,082 

3,073 

1,315 

5 

0

5 

63 

4,593 

2,652 

1,862 

639 

40 

110 

- 

1,341 

298 

784 

113 

58 

87 

1,311△ 

3,855 

3,771 

84 

1,742 

1,739 

4 

2,112△ 

1,170 

5,014 

1△ 

6,183 

83 

195 

279 

6,461 

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

財務活動収支

本年度資金収支額

前年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

    その他の収入

    基金取崩収入

    貸付金元金回収収入

    資産売却収入

    その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

  財務活動支出

    地方債等償還支出

    その他の支出

  財務活動収入

    地方債等発行収入

    国県等補助金収入

    使用料及び手数料収入

    その他の収入

  臨時支出

    国県等補助金収入

    その他の支出

  臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

  投資活動支出

    公共施設等整備費支出

    基金積立金支出

    投資及び出資金支出

    貸付金支出

    その他の支出

  投資活動収入

      社会保障給付支出

      その他の支出

  業務収入

    税収等収入

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。

      その他の支出

連結資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出

    業務費用支出

      人件費支出

      物件費等支出

      支払利息支出

    災害復旧事業費支出

    移転費用支出

      補助金等支出
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令和 2 年度財務書類分析 

(1) 市民一人当たり資産額 

決算年度末時点で保有している市民一人当たりの資産額を表します。 

 市民一人当たり資産額 ＝ 資産合計 ÷ 人口（3 月 31 日時点） 

年度 一般会計等 全体 連結 

令和 2 年度 136 万円 184 万円 206 万円 

令和元年度 135 万円 184 万円 202 万円 

 

(2) 資産老朽化比率（有形固定資産全体） 

償却対象資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を求めることで、減価償却

の進行度合いを表します。この割合が高いほど、建替えや改修などのコストがかかる時

期が近いことを示します。 

 資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額 ÷ 償却対象資産の取得価額合計 

年度 一般会計等 全体 連結 

令和 2 年度 56.8％ 53.3％ 52.5％ 

令和元年度 55.2％ 51.8％ 50.9％ 

 

(3) 純資産比率 

資産総額に占める純資産総額の割合を表します。これは、所有している総資産につ

いて、現世代までの世代がどのくらい負担しているかを示します。 

 純資産比率 ＝ 純資産総額 ÷ 資産総額 

年度 一般会計等 全体 連結 

令和 2 年度 76.7％ 69.4％ 67.1％ 

令和元年度 75.9％ 68.2％ 67.0％ 

 

(4) 市民一人当たり負債額 

決算年度末時点での市民一人当たり負債額を表します。 

 市民一人当たり負債額 ＝ 負債総額 ÷ 人口（3 月 31 日時点） 

年度 一般会計等 全体 連結 

令和 2 年度 32 万円 56 万円 68 万円 

令和元年度 33 万円 59 万円 67 万円 
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(5) 市民一人当たり行政コスト 

市民一人当たりに対して、どの程度行政コストがかかっているのかを表します。 

 市民一人当たり行政コスト ＝ 純行政コスト ÷ 人口（3 月 31 日時点） 

年度 一般会計等 全体 連結 

令和 2 年度 42 万円 58 万円 70 万円 

令和元年度 29 万円 45 万円 58 万円 

 

(6) 受益者負担比率 

経常費用に対して、経常収益が占める割合を表します。この割合が大きいほど、行

政サービスに対して直接対価を支払う割合が多いと言えます。 

 受益者負担比率 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用 

年度 一般会計等 全体 連結 

令和 2 年度 2.0％ 6.6％ 8.1％ 

令和元年度 3.3％ 8.5％ 9.6％ 
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